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CPRアセットマネジメントおよび当戦略は、投資を通じて

“増加する世界人口に対して健康的な食材を、

過不足なく、そして持続的に提供する“

という課題の解決に取り組みます。投資が与える影響を

最大化するため、投資対象は農業器具からフォークに至

るまで、“食“関連のあらゆる企業を対象としています。

当戦略のミッション

～“食“の課題に対する責任～

生産地や製造過程の透明性、地産地消、オーガニッ

クなど、人は“食“に対して様々な側面から”質”を求める

ようになりました。

また、ライフスタイルの変化とともにお持ち帰り食品、デ

リバリーサービス、ミールキット（献立と材料がセットに

なったキット）など、食の多様化が進みました。

このような変化の中で、プラスチックごみ、過剰包装、

農家への報酬の支払いなど、様々な問題が起こりまし

た。

当戦略はこれらの課題に取り組む企業にも注目して

投資を行なっています。

変化する現代の食習慣

はじめに

画像はイメージです

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

このレポートは、「世界フード関連株式オープン」が環境や社会に与える影響についてご説明する

インパクトレポートであり、当ファンドの運用を行なうCPRアセットマネジメントによるインパクトレポー

トからの一部抜粋を含みます。

レポートを通じて、当ファンドおよびファンドと同様の運用手法によるCPRアセットマネジメントの戦

略（以下、当戦略といいます。）のリターン、特に“社会的リターン“への取り組みをご紹介します。

皆さまからの投資資金が、経済的な利益を生み出すだけでなく、社会の問題や課題の改善・解

決を促す側面の貢献につながっていることについて、ご理解を深めていただければ幸いです。
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ご参考

当ファンドでは、企業の持続可能性にも注目し、ESGの観点で銘柄選定しています。投資ユニバースの構築プロセス

には、ESG評価の活用や、ESGの観点で問題のある銘柄の除外、企業活動が環境や社会に与えるインパクトの考

慮等、ファンドの運用を行なうCPRアセットマネジメントの親会社であり、ESG投資で世界をリードするアムンディ・アセッ

トマネジメント独⾃のESGアプローチを取り⼊れています。

ポートフォリオ構築プロセス

ESGレーティング別の企業分布

上記のポートフォリオ構築プロセスは、今後変更となる場合があります。資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

• 2021年12月末時点

• 世界株式：MSCIワールド・インデックス。食料関連銘柄群およびESGスコアに関しては当ページ上部をご参照ください。また、食料関連銘柄群はESGの観点

から明らかに投資にそぐわない銘柄は除外されています。

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

食料関連銘柄群※1

投資ユニバース

ポートフォリオ構築

トップダウンアプローチによる各業種への配分決定

ボトムアップアプローチによる投資対象企業の決定

ESG総合評価※2において、
F～G評価の銘柄を除外

「食」に関連する特定のESG
基準の評価※2においてF～G
評価の銘柄を除外

ESGの観点で問題がある
企業の銘柄を除外

企業活動が環境や社会へ与え
るインパクト※3を鑑みて、銘柄
を選択・除外

ESGレーティング別にみた企業の分布状況は以下のとおりです。当戦略の平均ESGスコアは、世界株式や食料関連

銘柄群に比べて高くなっています。

• ESGとは、Environment(環境), Social(社会), 

Corporate Governance(企業統治)の総称です。

※1 CPRアセットマネジメントの分類による6つのセクターに属する3,700銘柄以上のグローバル食料関連銘柄のうち、①時価総額5億米ドル以上、②売買代金
200万米ドル以上（直近3カ月の1日平均）、③4名以上のアナリストが当該銘柄のリサーチカバレッジを行なっていること、の3つの条件を満たす銘柄。

※2 A~Gの7段階評価（Aが最も高い）。アムンディ・アセットマネジメントのESG専門アナリストチームが36個のESG基準に基づいてレーティングしています。
※3 ファンドにおいては、温暖化ガス排出量や水使用量、廃棄物のリサイクル率などに注目しています。
（出所）CPRアセットマネジメントおよびアムンディ・アセットマネジメントの資料を基に野村アセットマネジメント作成

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ファンドと同様の運用戦略におけ
るESGアプローチについては、
2021年7月にフランス政府によ
るSRIラベルの受賞や、ベルギー
の非営利団体CLAによる2022
年サステナビリティラベルの受賞な
ど、第三者機関から高い評価を
得ています。

当戦略のESGアプローチへの評価

平均ESGスコア

当戦略 C

食料関連銘柄群 D

世界株式 D
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上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。
また、上記は過去のエンゲージメント活動等の一例であり、全てを網羅しているものではありません。

• 2021年実績

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

投資除外例 ～生物多様性の観点から～

発行体とのエンゲージメント活動は、CPRアセットマ

ネジメントの親会社であるアムンディ・アセットマネジメ

ントのESGアナリストおよびコーポレートチームによって、

投資先企業や投資を検討している企業の更なる持

続可能な活動を促すことを目的に行なわれています。

当戦略のエンゲージメント※活動

株主総会参加率

99%

エンゲージメント活動における主な3領域

▶ 各テーマに沿ったエンゲージメント活動

▶ スコアリングのための情報収集

▶ 対話を重視した議決権行使

投票した決議数

1,083

株主総会におけ
る反対票

17%

※企業に対して行なう、建設的な対話

2021年には、期中に議決権を有する企業の99％の株主総会へ参加し、1,083議案について投票を行ない、

そのうち17％が会社側への反対票（株主提案への賛同含む）となるなど、積極的なエンゲージメント活動を行な

いました。

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

同社では、毎月ESG委員会を開催し、投資ユニバースのレビューおよび詳細な分析を実施しています。ここでは、

生物多様性の観点から、ポートフォリオへの組み⼊れを見送ったケースをご紹介します。

医薬品や作物化学等を専門とするドイツの大手メーカーA

社は、常に国連のグローバルコンパクトの原則に違反してい

ました。

下記の通り、主にA社の農作物とそれが引き起こす生物多

様性と土地利用への悪影響に関する事項が論点でした。

＜問題となったポイント＞

・ 遺伝子組み換え作物によって、地元作物などが根絶には

至らないまでも、減少してしまったという報告

・ ミツバチの世界的な減少に関連しているとされる、ネオニコ

チノイド系の殺虫剤の販売

A社はこれらの問題への対応が不十分であるため、和解金

や損害賠償、さらには製品の販売禁止による売り上げの減

少の可能性など、さらなる評判の悪化や財務リスクに継続し

て晒されています。また、A社は環境問題に加えて、反競争

的な慣行や製品責任に関するいくつかの論争にも直面して

いるため、同社は最終的にポートフォリオへの組み⼊れを見

送ることを決定しました。 画像はイメージです
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• 世界株式：MSCIワールド・インデックス。食料関連銘柄群に関しては2ページをご参照ください。また、食料関連銘柄群はESGの観点から明らかに投資

にそぐわない銘柄は除外されています。

ファンドは組⼊銘柄の環境や社会へ与えるインパクトも考慮しています。廃棄物リサイクル率や取水量の点で、

ファンドは食料関連銘柄群や世界株式より優れた水準となりました。

環境や社会へ与えるインパクト比較

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

• 2022年8月末時点

（出所）CPRアセットマネジメントの提供データを基に野村アセットマネジメント作成

カーボンフットプリントとは、製品・サービスのライフサイク

ルや全般で排出された温暖化ガスをCO2相当量で表し

たものです。この指標は、企業のCO2排出量を売上高

で除したものです。

ファンドは食料関連銘柄群に比べ低水準となりました。

なお、世界株式は、ITや金融などの温暖化ガス排出量

が少ない業種の企業を含んでいるため、相対的にカーボ

ンフットプリントの値が低くなります。

売上(百万€)あたりのカーボンフットプリント(t)

取水量とは、農業・工業などの生産活動のために河

川や湖沼から取り⼊れた水量を指します。この指標は、

企業の総取水量を売上高で除したものです。

売上(百万€)あたりの取水量(㎥)

企業が生成した廃棄物全体に占めるリサイクルの割

合を測定したものです。

リサイクルは天然資源の節約の他、製品を生産する

際の使用エネルギーの減少や廃棄物を焼却せずに済む

ことなどによるCO2排出量の減少につながります。

廃棄物リサイクル率(%)

ファンド 食料関連銘柄群 世界株式

71
% 67

%
67
%

ファンド 食料関連銘柄群 世界株式

5,052㎥

ファンド 食料関連銘柄群 世界株式

373
t

246
t

567
t

＜当資料で使用した指数の著作権等について＞
●MSCIワールド・インデックスは、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。
また、MSCIは同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

20,101
㎥

10,895
㎥
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ドクターペッパー、カナダドライ、7UPなど日本でもお馴染みの飲料を製造・販売するグローバルメーカー

キューリグ・ドクターペッパー ＜米国＞

食料関連銘柄のご紹介

同社は米国テキサス州に本社を構える清涼飲料水

メーカーです。主にノンアルコール飲料（ソフトドリンク、

お茶、炭酸飲料、水など）の製造および販売に従事し

ています。

企業概要

2025年までに製品のパッケージを100％リサイクル可

能なもの、もしくは堆肥にできるものに変えることを公言

しており、プラスチック問題に対して積極的に取り組んで

います。また、「持続可能な開発目標(SDGs)」の17

の目標に対しては、事業を通じて“つくる責任、つかう責

任“、”すべての人に健康と福祉を”などの7つの目標の

達成をサポートすることを公表しています。

環境、健康、社会へのコミットメント

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、食料関連銘柄の紹介を目的としており、実際に当
該銘柄に投資を行なうことを保証するものではありません。特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

飲料

ここでは、同社のサステナブル（持続可能）な取り組みを、①環境、②サプライチェーン、③健康・ウェルビーイング、

④人・コミュニティの4つに分けてご紹介します。

（出所）同社ウェブサイト掲載資料を基に野村アセットマネジメント作成

①環境 ②サプライチェーン

③健康・ウェルビーイング ④人・コミュニティ

100％
2025年までに再生
可能なエネルギーで
100％の電力を賄
います。

30％
2030年までにスコープ
1、2※の炭素排出量
を30％削減します。
※スコープ1：事業者⾃らによる直接排出、
スコープ2：他社から購⼊したエネルギーの使
用に伴う間接排出

20％
2025年までに米国に
おいて一人当たりの製
品からカロリーを20％
削減します。

60％
2025年までに米国に
おいて60%の製品を
積極的な水分補給を
サポートする飲料にし
ます。

33％
2025年までに女性が
取締役以上のポジショ
ンに占める割合を33％
にします。

182万米ドル

2021年には182万
米ドル以上に相当する
⾃社商品を寄付しまし
た。

100％
2021年にはコーヒー等
の原材料調達において
100％責任のある調
達を達成しました。

25万エーカー

2030年までに 25万
エーカーの土地で再生
農業と⾃然保護を支
援します。

画像はイメージです
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当ファンドの投資リスク ファンドのリスクは下記に限定されません。

ファンドは、株式等を投資対象としますので、組⼊株式の価格下落や、組⼊株式の発行会社の
倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。また、外貨建資
産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、
損失が生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。

ファンドの特色

1. 世界各国（新興国を含みます。）の食料関連企業の株式（DR（預託証書）※を含みます。）を主要投資
対象とし、信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行なうことを基本とします。

農業、水関連などの食料生産関連から、食品製造や飲料製造などの食料加工関連、食品小売りや外食など
の食料提供関連までの食料関連企業の株式に幅広く投資を行ないます。

マクロ経済分析などに基づくトップダウンアプローチと個別銘柄の財務分析などに基づくボトムアップアプローチ
を組み合わせて投資銘柄を決定し、銘柄分散に配慮してポートフォリオを構築します。

・ 株式の組⼊比率は、原則として高位を基本とします。
・ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

運用にあたっては、CPR アセットマネジメントに、株式等の運用の指図に関する権限を委託します。

2.

3.

4.

投資リスク

≪基準価額の変動要因≫ 基準価額の変動要因は下記に限定されるものではありません。

■株価変動リスク

ファンドは、株式に投資を行ないますので、株価変動の影響を受けます。特にファンドの投資対象に含まれる新興国の株価変動
は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。またファンドは、特定のテーマに絞った株式に投資を行ないますので、株式市場
全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なる場合があります。また、より幅広いテーマで株式に分散投資した場合と比べて
基準価額が大きく変動する場合があります。

■為替変動リスク

組⼊外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行ないませんので、為替変動の影響を受けます。特にファンドの投資対象に
含まれる新興国の通貨については、先進国の通貨に比べ流動性が低い状況となる可能性が高いこと等から、当該通貨の為替
変動は先進国以上に大きいものになることも想定されます。

≪その他の留意点≫

◆ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合

等に、一時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがありま
す。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止等となる可能性、換金代金の支払いが遅
延する可能性等があります。

●資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に沿った運用ができない場合があります。
●ファンドが組み⼊れる有価証券の発行体において、利払いや償還金の支払いが滞る可能性があります。
●有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契約が不履行になる可能性があります。
●ファンドが投資する新興国においては、政治、経済、社会情勢の変化が金融市場に及ぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが

予想されます。さらに、当局による海外からの投資規制などが緊急に導⼊されたり、あるいは政策の変更等により、金融市場が著しい悪影
響を被る可能性や運用上の制約を大きく受ける可能性があります。上記のような投資環境変化の内容によっては、ファンドでの新規投資の
中止や大幅な縮小をする場合があります。

●金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを
得ない事情（投資対象国における非常事態による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）があるときは、投資信託約款の規定に従い、
委託会社の判断でファンドの購⼊・換金の各受付けを中止すること、および既に受付けた購⼊・換金の各受付けを取り消す場合があります。

●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行なう場合
があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。投資者
の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部または全部が、実質的に元本
の一部払戻しに相当する場合があります。分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後
の純資産はその相当額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中に運用収益があった場合においても、
当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。

資金動向、市況動向によっては、上記のような運用ができない場合があります。

※Depositary Receipt（預託証書）の略で、ある国の株式発行会社の株式を海外で流通させるために、その会社の株式を銀行などに預託し、
その代替として海外で発行される証券をいいます。DRは、株式と同様に金融商品取引所などで取引されます。
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（2022年2月現在）
（2022年9月現在）
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

世界フード関連株式オープン
愛称：スマートフード

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○
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